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第 6 章 現地調査と道路災害台帳の作成 

(1) 道路災害台帳の作成 

ABCが管理する道路において発生した道路災害を、定められた書式で記録・保管することにより、

今後の道路保全対策等の基礎資料とすることを目的とする。これにより ABCの道路災害が迅速に把

握できる体制が確立される。 

対象区間総延長 948 kmについて ABCカウンターパートと共同で現地調査を行った。実施状況を

表 6.1に示す。259箇所の災害危険箇所を抽出し各箇所についての台帳を作成した。道路災害台帳を

図 6. 1に例示する。本文に 259箇所の一覧リストを示す。災害の種類は道路防災マニュアルと連動

しており、落石および表層斜面崩壊が卓越している。 

表 6.1 調査対象区間 

区  間 調査期間 
国道 No. 

基  点 終  点 
距  離 

開  始 終  了 

国道 3 号線 Cotapata Yucumo 275km Dic. 1,’05 Dic. 6,’05 

国道 4 号線 Colomi Ivirgarzama 172km Nov. 14,’05 Nov. 15,’05 

国道 7 号線 Epizana El Torno 337km Nov. 16,’05 Nov. 18,’05 

国道 16号線 Charazani Apolo 164km Nov. 25,’05 Nov. 27,’05 

 

 

  

図 6.1 災害台帳の例示 
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(2) 台帳の運用 

本災害台帳は最初に災害危険箇所に注目して作成されたが、今後は災害の発生の都度記録を蓄積す

ることになる。道路災害台帳の作成・運用は雨期に当たる 2006 年 11 月から 2007 年 4 月にわたり

ABCラパス支所（国道 25号線の一部）において試行され、その経験に基づき台帳様式は一部改訂さ

れた（距離表示、説明ガイド付加等）。 

今後の全国展開において、この運用結果を受けて、管理者の任命、台帳システムの構築、災害発生

時の対応、災害記録入力、ABC 本部への送信、災害台帳システムの更新等の災害台帳運用指針を作

成する予定である。この業務は後述する UPD（道路防災ユニット）がその任に当たることになって

いる。 

 

 



 

- 35 - 

第 7 章 道路防災データベースシステムの構築 

(1) データベースシステムの構築 

現地調査によって特定された危険箇所及び道路災害記録に関するデータベースシステムの構築を

行った。 

蓄積された記録の体系的利用を行うため、MS-Access 及び GIS（Geographical Information 

System）を用いたデータベースシステムが ABC 技術者と協議の上、構築された。これまで道路災

害台帳として作成した 259 の危険箇所データを本データベースシステムへ移行した。構築した GIS

データベースシステムの表示例を図 7.1に、道路災害データ入力画面の例を図 7.2に示す。 

 

 

図 7.1 任意の地点のデータ表示ウインドウの表示例 
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図 7.2 道路災害データ入力画面例 

(2) データベースシステムの運用 

対象 4 路線において現地調査結果により危険箇所とされた 259 箇所については既にデータ格納済

みである。ラパス支所における災害台帳試行による記録が追加された。今後の全国展開において、災

害が発生する度に記録されるデータは逐次道路災害台帳に記録され、本システムを用いた体系的運用

が図られる予定である。 

データの適切な運用には UPD（道路防災ユニット）がその任に当たることになっている。 
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第 8 章 道路防災管理マニュアルの作成 

(1) マニュアルの作成 

マニュアルの作成方針として、ABC の行動指針であること、防災の視点を道路そのものではなく

車や通行人の安全確保とすること、事後対応ではなく事前予防の対策とすることとした。 

マニュアルは次の 5つのガイドより構成される。 

ガイドⅠ： Determination of High Hazard Control Sections (危険区間点検) 

ガイドⅡ： Disaster Prevention Works in Routine Maintenance（日常防災管理） 

ガイドⅢ： Management for Imminent Danger（災害警戒） 

ガイドⅣ： Emergency Response（災害時緊急対応） 

ガイドⅤ： Disaster Prevention Measures（対策工） 

マニュアルの作成に当たっては、日本国や諸外国の事例等も収集し参考としたが、具体的内容につ

いては特にボリビア国の道路維持管理の実施体制（前出の図 4.1に示す ABC各支所のフォローアッ

プエンジニア、スーパーバイザー、ミクロエンプレッサ）を活用することに留意し、ABC カウンタ

ーパートとの協議と共同執筆の体制で作成した。 

マニュアルのフローと各ガイドの関係を図 8.1に、各ガイドの内容を表 8.1に示す。また、実働す

るミクロエンプレッサに配布する点検要領を例示する。なお作成したマニュアルの全文は別冊の通り

である。 

 

表 8.1 道路防災管理マニュアルの概要 

Guide I Determination of High Hazard Control Sections (危険区間点検) 

危険な区間をあらかじめ知るための危険区間点検ガイド。 

危険区間は記録用紙を使用し、基本的に 50ｍごとに記録する（図 8.3）。 

危険箇所のための共通認識として、ボリビアでの道路災害のタイプを 6 タイプに分類し、その危険度の定義も含んでい

る。 

点検した結果をもって路線のハイハザード区間（SCMA）、ハイリスク区間（SCAR）を定義し、Guide II 以下での行動対

象区間を決定する。 

Guide II Disaster Prevention Works in Routine Maintenance（日常防災管理） 

道路や斜面のクラック、構造物の変状など、平時における異常の発見とその対応のガイド。 

日常管理は、常に道路を見ているミクロエンプレッサと彼らを管理するスーパーバイザーに大きく依存している。ミクロエンプ

レッサに対しては、簡易に異常を発見するためのパンフレットを配布する（図 8.2） 

Guide III Management for Imminent Danger（災害警戒） 

迫り来る災害に対する警戒のためのガイド。 

迫り来る災害を知るための計器（広域には雨量観測機器、危険箇所では地盤変状観測機器など）の設置と観測のガ

イドも含まれる。雨量を基にした警戒基準を設定している。雨量に基づく警戒態勢の設定のためには雨量の観測が必

要であり、簡易雨量計の設置と観測を道路周辺で生活するミクロエンプレッサに委託する。 

Guide IV Emergency Response（災害時緊急対応） 

災害が発生した場合の緊急対応ガイド。 

災害発生時の、情報の流れ、対応する担当部署・責任者を明確にする。通行止めになった場合の道路ユーザーへの

情報伝達法もガイドに含まれる。 

Guide V Disaster Prevention Measures（対策工） 

調査と対策工指針を示したガイド。 

ガイドの中では、ボリビアでの有効な対策工として地表水処理の重要性および簡易かつ有効な落石・崩壊防止工の重

要性を強調している。対策工を検討する場合の参考として、その他の多くの対策工を災害タイプごとに紹介している。ま

た、ガイドの後半では対策工を検討するための調査の種類と方法を紹介している。 
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図 8.1 道路防災管理マニュアルの構成  
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図 8.2 日常防災点検要領の例 

(2) マニュアルの運用 

マニュアルは 2006年 7月から 2007年 4月にわたり ABCラパス支所(国道 3号線の一部)にて運用

された。災害警戒のための簡易雨量計も設置された。その経験に基づきマニュアルは数次の検討会を

経て改訂された。試行における記録の例を図 8.3（危険箇所点検例）、図 8.4（危険区間設定例）及び

図 8.5（雨量記録例）に示す。 

マニュアルは今後実際の運用を通してその有効性を検証するとともに、問題点を改善し逐次改訂し

完成度を上げてゆくのが望ましい。この業務は後述する UPD（道路防災ユニット）がその任に当た

ることになっている。 
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図 8.3 危険箇所点検例 

 

 

図 8.4 危険区間設定例 
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図 8.5 雨量記録例 
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第 9 章 パイロット工事の実施による CD支援 

(1) パイロット工事の基本方針 

パイロット工事の目的はキャパシティ・ディベロップメント計画や防災マニュアルの成果を現場に

適用するものである。パイロット工事を通して対策工の調査（地形、地質、気象等）、計画、設計、

積算、契約図書作成、入札実施・評価、施工監理（品質管理、工程管理、応急対策等）、竣工検査等

の研修を通した防災に対する能力開発が目的である。パイロット工事はこれらのプロセスに対応した

適切な技術的・制度的内容を含むことが望ましい。代表的な災害パターンに対する普遍的な防災対策

工を選定しその成果を全国に普及することを目指している。このような点を考慮して ABCと協議の

上、候補地点の絞り込みを行った。図 9.1にパイロット工事の実施フローを示す。 

 

道路災害調査の実施

測量業務、地質調査業務の

発注支援と実施（再委託）

サイト選定

設計業務の発注支援と実施

（再委託）

施工計画・積算（ABC支援）

パイロット工事の発注支援と実施

（再委託）及び施工監理

道路防災対策の1手法として

継続化の推進

環境社会配慮調査

（IEE）

START

END

第一年次

第二年次

第三年次

 

図 9.1 パイロット工事の実施フロー 
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(2) 実施場所及び発注過程 

実施場所はサンタクルス県ベルメホ地区の国道 7 号線 Km426+300 地点である。河川に近接し路

面崩壊が進行している箇所である。河川よりの浸食防止及び路面崩壊防止のための対策工を計画した。 

実施行程は表 9.1に示すが、2006年 5月より 8月にかけて、測量・地質調査の発注仕様書作成、

同発注、同成果評価、対策工設計仕様書作成、同発注、同成果評価、入札図書作成・積算等を ABC

と協議の上実施した。 

9月に工事入札が実施された。JICA予算の工期制約のため事前資格審査（PQ）による入札者絞り

込みを行い、9月末に工事契約した。 

(3) 工事過程 

10月初旬着工、1月末完工予定であったが、下記の過程を経て、3月中旬完工となった。 

 

当初計画： 

工種：河川護岸工（逆 T 型コンクリート擁壁）、補強土工法による路面崩壊対策、落石防護工、

排水工、舗装 

工期：4ヶ月（‘06年 10月～‘07年 01月） 

 

修正計画： 

工種：河川護岸工（逆 T型コンクリート擁壁）、重力式擁壁および法枠工（押さえ盛土工法）に

よる路面崩壊対策、排水工、舗装 

工期：5ヶ月半（‘06年 10月～‘07年 03月中旬） 

 

修正の原因： 

▪ 地形変化（岩盤が下流側でおおきく切れ込んでいる）のため、当初予定の併行作業（護岸工と

補強土工）が施工上不可能となり工期延長となった。 

▪ 護岸工の置き換え基礎数量が増加した。 

▪ 路面崩壊対策では当初予定の補強土工法が実施できず、岩盤の浅い部分ではコンクリート重力

式擁壁を、岩盤の深い部分では掘削が道路面に影響するのを避けるため法枠工（押さえ盛土法）

とした。 

▪ 異常気象及びこれに伴う周辺道路通行環境悪化のため稼働率が確保できず工程が遅れた。また

工期制限から山側の落石防護工を省略した。 

 

表 9.1に計画工程及び修正工程を含む工事実施工程表を、図 9.2及び図 9.3にパイロット工事の最

終的な平面図及び代表断面図を示す。 
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図 9.3 代表断面図 



 

- 48 - 

パイロット工事の施工前及び施工後の状況を写真に示す。 

 

 

写真 施工前の状況  写真 施工後の状況 

 

(4) 斜面防災工事の課題 

パイロット工事の実施を通して斜面防災工事実施上の課題が体験された。 

▪ 地質調査と岩盤線の推定精度及び設計への影響 

▪ 施工時現地状況に応じた工法等設計変更の意志決定方法 

▪ 変更契約妥当性評価及び手続きの迅速化 

▪ 異常気象及び周辺道路通行環境への対応 

特に施工時に判明する地質・地形等に対応する課題について、とられた処置等を技術的な手順・手

続きを含めて記録し報告書本文にとりまとめられた。また第 2回セミナーにおいて発表された。 

本パイロット工事で採用されたのり枠工は特殊な機材を用いることなくボリビアで普及が期待さ

れる工法である。 
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第 10 章 道路防災の啓発 

道路防災の啓発のため実施したセミナーは次の通りである。 

 

 実施時期／場所 内  容 対  象 参加者

予備的セミナー 
‘06 年 2 月 10 日/ 

ラパス 
日本の道路防災事業の紹介 

ABC 技術者 

(本部、各支所) 
35 名 

ステイクホルダー会議 
‘06 年 6 月 5 日/ 

ラパス 
本件調査活動の紹介 産官学関係者 50 名 

第 1 回セミナー 
‘06 年 10 月 9 日～10 日/ 

ラパス 
道路防災事例の発表 産官学関係者 

210 名 

(延べ) 

第 2 回セミナー 
‘07 年 6 月 14 日～15 日/ 

サンタクルス 

防災ユニットの組織紹介 

本件調査活動の総括報告 

パイロット工事等現地視察 

産官学関係者 
107 名 

(延べ) 

 

4回に渡って開催したセミナー等においては、道路災害の予防に対する関心は高く活発な意見交換

がなされた。特にステイクホルダー会議及び第 1 回セミナーでは ABC や県道路公社（SEPCAM）

の他、道路利用者（ボリビア運転手連合会）、ボリビア道路協会、大学関係者、気象庁、国際協力機

関等の参加を得た。アンケート調査も合わせて実施したところ、災害を予防するという本件調査活動

は全般的な支持を得た他、設立された道路防災ユニット（UPD）の関係部署や地方組織との緊密な

連携/継続性への期待、人材育成、セミナーの継続、道路防災管理マニュアルの地方への普及、的確

な技術支援及び効率的な組織運営等に関する意見も具申された。 

これら啓発活動は、ボリビア国の道路関係者に対して、道路防災に関する認識を高める上で一定の

効果をあげた。 

 

 

写真 第 1 回セミナーの開催状況  写真 第 2 回セミナー現地視察状況 
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第 11 章 本件開発調査のモニタリング及び評価 

(1) モニタリング/評価の実施概要 

モニタリング及び評価は本件開発調査で実施中の CD支援を対象として実施した。 

モニタリングは第 5章に既述した本件開発調査の CD支援内容（表 5.8）について、モニタリング

(1)、モニタリング(2)、最終評価の 3 回に分けて実施した。モニタリング(1)は 2006 年 9 月から 10

月に、モニタリング(2)は 2007年 1月から 2月に、最終評価は 2007年 5月から 6月に実施した。実

施は図 11.1 に示すように ABC 内のモニタリング/評価チームと JICA 調査団の CD担当者が各支援

分野のカウンターパートを対象に行った。CD支援内容とモニタリング/評価方法を表 11.1に示す。 
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図 11.1 本件開発調査におけるモニタリング/評価チームの組織図 

(2) モニタリング/評価結果 

モニタリング(1)及びモニタリング(2)の結果を表 11.2及び表 11.3に示す。2回のモニタリングを通

して各 CD 支援項目について必要に応じて内容の調整を実施した。なおモニタリング(2)の時点で、

CD支援項目 1)及び 2)に関わる CD計画の総裁承認、防災対策室の設置、防災案件の年間計画（POA）

への組み込みが正式に決定された。 

 

JICA 調査団 ABC 評価チーム 
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表 11.1 CD 支援内容とモニタリング/評価方法 

<本件調査での CD 支援内容> JICA 側担当者 CD 支援対象者 CD 支援内容 モニタリング/評価指標

<JICA 専門家による CD 支援>     

1) ABC の道路防災基本方針の決定（CD 計画の総

裁承認） 
CD 計画の総裁承認書 

2) ABC 防災対策（部）室の設置 

キャパシティ・ディベロップメ

ント 1,2 

・ カウンターパート 

（CD チーム） 
CD 全体計画策定手法 

防災対策部（室）の名

簿、活動記録 

3) 防災管理マニュアルの策定 道路防災マニュアル 
・ カウンターパート 

（マニュアルチーム） 
マニュアル策定手法 

道路管理マニュアル 

マニュアルの総裁承認書

4) 専門家による防災基礎技術の技術移転 

道路防災計画、道路防

災設計、自然条件調

査、地質崩壊メカニズム

・ ABC 本部の担当技術者 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

5) 防災技術研修、セミナー参加による防災技術の

習得 

道路防災計画、道路防

災設計、道路防災マニュ

アル、地質崩壊メカニズ

ム 

・ ABC 本部の担当技術者 

・ ABC 県支局の担当 

・ SEPCAM 

・ 委託業者 

防災技術の技術移転 
セミナーテキスト 

参加者リスト 

アンケート調査結果 

6) ハザードの診断、評価、対応策の技術力の向上 ハザード地点の抽出 インタビュー結果 

7) 防災に関する基礎情報の整理 

自然条件調査 ・ ABC 本部の担当技術者 

危険地点の判定技術 インタビュー結果 

8) 災害情報のデータベース化     

①現地における道路災害台帳作成の指導（OJT） 自然条件調査 

・ ABC 本部の担当技術者 

・ ABC 県支局の担当  

・ 委託業者 

道路災害台帳の作成、更新手法 
インタビュー結果／災害台

帳作成に関する説明書

②道路災害台帳データベースの構築 道路災害台帳データベースの構築 
道路災害台帳データベー

ス 

③道路防災管理全体デザインの策定 

データベースの構築/GIS

・ カウンターパート 

（GIS 担当チーム） 

・ ABC 県支局担当技術者 道路防災管理全体デザインの策定 インタビュー結果 

9) 防災管理業務の実務レベルの技術移転     

①各種マニュアルの担当機関への説明 
・ ABC 県本部の担当技術者

・ ABC 県支局の担当  
マニュアルを使った道路防災管理手順 

インタビュー結果／セミナー

テキスト 

②マニュアルの追加、修正 

・ カウンターパート 

（マニュアル策定チーム） 

・ ABC 県支局の担当  

マニュアルの内容修正 
インタビュー結果／ABC 本

部、支局からのコメント 

③マニュアルを使った管理業務の指導（OJT） 
インタビュー結果／マニュア

ルの説明資料 

10) 防災点検記録の作成、保存、更新の定着 

道路防災マニュアル 

・ ABC 県支局の担当者  

・ 委託業者 

・ ミクロエンプレッサ 

マニュアルを使った道路防災管理手順 インタビュー結果 

道路防災点検記録 

災害台帳（新規作成分）

＜パイロットプロジェクトでの CD支援＞     

11) 防災対策工の選定技術の向上     

①防災対策工選定に関する地質調査手法 自然条件調査 防災対策に係わる地質調査手法 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

②防災対策工選定手法 
自然条件調査、道路防

災設計 

・ ABC 本部の担当技術者 

・ ABC 県支局の担当  

・ 委託業者 防災対策工の選定 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

12) 特記仕様書の作成能力の強化     

①測量/地質調査 自然条件調査 測量/地質調査の特記仕様書の作成 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

②設計業務 道路防災設計 設計業務の特記仕様書の作成 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

③パイロット工事 
施工計画・積算/施工管

理 

・ ABC 本部の担当技術者 

・ ABC 県支局の担当  

・ 委託業者 

パイロット工事の特記仕様書の作成 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

13) パイロットプロジェクト等による実務能力の強化     

①測量/地質調査の発注支援 発注内容の決定 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

②地質調査の計画/実施/解析 

自然条件調査 

地質調査手法 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

③設計業務の発注支援 発注内容の決定 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

④防災対策工の設計 

道路防災設計 

設計のコンセプト、手法 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

⑤防災対策工の施工計画・積算 施工計画・積算のコンセプト 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

⑥パイロット工事発注支援 発注内容の決定 
インタビュー結果 

CD 技術評価書 

⑦防災対策工の施工監理 施工監理手法 
インタビュー結果 

評価チェックリスト 

⑧防災対策工の竣工検査 

施工計画・積算/施工管

理 

・ ABC 本部の担当技術者 

・ ABC 県支局の担当  

・ 委託業者 

竣工検査手法 
インタビュー結果 

評価チェックリスト 

備考： CD 技術評価書は各分野の JICA 側担当者が作成する。  モニタリング(1)： 2006 年 9 月～10 月、 モリタリング(2)： 2007 年 1 月～2 月、 終了時評価： 2007 年 5 月～6 月 
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表 11.2 モニタリング(1)の結果 

モニタリング（１）の結果 
<本件調査での CD支援内容> 

モニタリング(1)時点の現状 今後の対応 

<JICA専門家による CD支援> 

1) ABC の道路防災基本方針の決定（CD計画の総

裁承認） 

2006年 5月 24日に総裁宛に承認願いを提出。10月

11日時点では承認が得られていない。 
継続して、承認のための活動を続ける。 

2) ABC防災対策（部）室の設置 
2006年 10月 5日に総局長宛に防災部署設立のため

の検討書を提出。 
継続して、承認のための活動を続ける。 

3) 防災管理マニュアルの策定 
道路管理マニュアル（ドラフト 2版）が 7月 20日完成。

ＡＢＣ本部の関係者に配布済み。 

2007年 2月までに、ＡＢＣ本部で修正箇所をまとめる。

総裁承認は 2007年 6月を予定。 

4) 専門家による防災基礎技術の技術移転 
室内での技術移転は概ね完了。今後は現場での技術

移転（ＯＪＴ）に移行。 

ラパス支局でマニュアル、道路災害台帳の試行、サンタ

クルス県でパイロットプロジェクトがおこなわれており、継続

して技術移転を実施する。 

5) 防災技術研修、セミナー参加による防災技術の習

得 

2006 年 10 月 9 日、10 日に第 1 回セミナーを実施。

道路関係者以外からも多数の参加があった（209名）。

第 2 回セミナーはサンタクルスで開催予定。本調査の成

果を中心に行う予定。 

6) ハザードの診断、評価、対応策の技術力の向上 ハザードに関する概念は理解させられた。 長期的な視点からの技術移転が必要。 

7) 防災に関する基礎情報の整理 部分的な技術移転にとどまった。 同   上 

8) 災害情報のデータベース化   

①現地における道路災害台帳作成の指導（OJT） 
2006年 6月 28日に現場にて研修会を実施。12月ま

では乾期のため台帳作成はなさそうである。 
作成された災害台帳で議論する。 

②道路災害台帳データベースの構築 
ＧＩＳデータベースは 2006年 6月末時点で完成。ラパス

支部との試験通信も完了している。 
作成された災害台帳でデータベース化を計る。 

③道路防災管理全体デザインの策定 
ＧＩＳデータベースは 2006年 6月末時点で完成。ＪＩＣＡ

からＡＢＣへのライセンスの書き換え問題が発生。 
ＡＢＣのＧＩＳ使用ライセンス契約の取得を支援する。。

9) 防災管理業務の実務レベルの技術移転   

①各種マニュアルの担当機関への説明 第 1回セミナーでマニュアルの概要を説明。 
ＡＢＣ各県支局の担当者にマニュアル（ドラフト 2 版）を

配布する。 

②マニュアルの追加、修正 ＡＢＣ本部マニュアル策定チームが内容を検討中。 ＡＢＣ各県担当者の意見を聞く。 

③マニュアルを使った管理業務の指導（OJT） 
2006年7月12日、現場にてＡＢＣ本部、ラパス支局の

技術者に研修を実施。 
斜面点検結果、簡易雨量計記録によるチェック。 

10) 防災点検記録の作成、保存、更新の定着 防災点検、災害台帳の作成はまだ実施されていない。 11月になってからの実施を考えている。 

＜パイロットプロジェクトでの CD支援＞ 

11) 防災対策工の選定技術の向上   

①防災対策工選定に関する地質調査手法 調査手法は一般的な調査ボーリングを適用した。 工事終了後に調査の妥当性を検討。 

②防災対策工選定手法 
マニュアルに基づいて対策工を選定した。対策工事選定

において、工事費の算定に時間がかかった。 

対策工法検討のスピードアップのために、概算単価など

のデータベース化が必要。 

12) 特記仕様書の作成能力の強化   

①測量/地質調査 一般的な方法であり問題なく実施された。 工事終了後に調査の妥当性を検討。 

②設計業務 

斜面防災対応工種に対応した歩掛が整備されていな

いため、設計必要人日等の積算に予想以上の時間が

かかった。 

設計終了後に妥当性を検討。 

③パイロット工事 
斜面防災対応工種が含まれるため検討に時間を要し

た。 

斜面対応工種に対応した標準図や設計基準等の整

備が必要。 

13) パイロットプロジェクト等による実務能力の強化   

①測量/地質調査の発注支援 ボーリング箇所、数量に留意し発注。特に問題なし。 工事終了後に発注の妥当性を検討。 

②地質調査の計画/実施/解析 
調査現場でのボーリング成果物の確認を実施。推定岩

盤線の作成。 
施工時の地質・岩盤線地形との対応を検証。 

③設計業務の発注支援 
護岸及び斜面防災工種に対する設計条件の提示に時

間を要した。 
工事終了後に発注の妥当性を検討。 

④防災対策工の設計 

設計入力データ妥当性、設計手法の代替手法による

チェック等を実施した。設計ソフトの適用方法に対する

理解が不足がちである。 

斜面対応工種に対応した標準図や設計基準等の整

備が必要。 

⑤防災対策工の施工計画・積算 

斜面防災対応工種に対応した歩掛が整備されていな

いため、積算に予想以上の時間がかかった。また、精算

の制度慣習から、細部数量の見落としが散見された。

積算歩掛、単価をデータベース化する必要がある。 

⑥パイロット工事発注支援 
早期着工のための発注方式(PQ の導入)の検討を行っ

た。 
工事終了後に発注方式の妥当性を検討。 

⑦防災対策工の施工監理   

⑧防災対策工の竣工検査   

備考： CD 技術評価書は各分野の JICA 側担当者が作成する。  モニタリング(1)： 2006 年 9 月～10 月、 モリタリング(2)： 2007 年 1 月～2 月、 終了時評価： 2007 年 5 月～6 月 
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表 11.3 モニタリング(2)の結果 

モニタリング(2)の結果 
<本件調査での CD支援内容> 

モニタリング(2)時点の現状 今後の対応 

<JICA専門家による CD支援> 

1) ABC の道路防災基本方針の決定（CD計画の総

裁承認） 

2007年 2月 22日に総裁承認が正式に文書で出され

た。 
CD計画の実現に向けて支援する。 

2) ABC防災対策（部）室の設置 
2007年 2月 22日に総裁承認が正式に文書で出され

た。 
防災部署の立ち上げに向けて支援する。 

3) 防災管理マニュアルの策定 修正箇所、追加箇所についての確認作業が完了。 

2007年 5月月までに、ＡＢＣ本部で修正、追加箇所を

修正し、ドラフト 3版をまとめる。総裁承認は 2007年 6

月を予定。 

4) 専門家による防災基礎技術の技術移転   

5) 防災技術研修、セミナー参加による防災技術の習

得 
  

6) ハザードの診断、評価、対応策の技術力の向上   

7) 防災に関する基礎情報の整理   

8) 災害情報のデータベース化   

①現地における道路災害台帳作成の指導（OJT） 
ラパス支局のスーパーバイザーが 11月に変わったので,新

たに 2007年 1月 30日に現場にて研修会を実施。 

至急台帳を作成し、ABC 本部の GIS データベースへ取

り込む。 

②道路災害台帳データベースの構築   

③道路防災管理全体デザインの策定   

9) 防災管理業務の実務レベルの技術移転   

①各種マニュアルの担当機関への説明   

②マニュアルの追加、修正 
ＡＢＣ本部マニュアル策定チーム、各県支局の担当者が

内容を検討し、コメントを送付。 
意見を取りまとめて、ドラフト 3版を作成する。 

③マニュアルを使った管理業務の指導（OJT） 
ラパス支局のスーパーバイザーの試行結果をチェックし

た。。 
ドラフト 3版に結果を取り入れる。 

10) 防災点検記録の作成、保存、更新の定着 
本部との間でデータのやり取りは完了。GIS データベース

にも格納した。 
2007年 2月以降のデータについても作成、保存する。

<パイロットプロジェクトでの CD支援> 

11) 防災対策工の選定技術の向上   

①防災対策工選定に関する地質調査手法   

②防災対策工選定手法   

12) 特記仕様書の作成能力の強化   

①測量/地質調査   

②設計業務   

③パイロット工事   

13) パイロットプロジェクト等による実務能力の強化   

①測量/地質調査の発注支援   

②地質調査の計画/実施/解析 施工時に局部的な岩盤線の急変に遭遇 
局所変動地形に対応する地質調査手法を検討する必

要がある(マニュアルに反映等)。 

③設計業務の発注支援   

④防災対策工の設計   

⑤防災対策工の施工計画・積算   

⑥パイロット工事発注支援   

⑦防災対策工の施工監理 

通常の品質・出来高・工程・安全・環境監視等のモニタ

リング実施。特に岩盤線の変動による工種・工事数量

変動及び降雨による稼働率減少等による工程見直し

等が発生した。 

緊急事態に遭遇した際の処置の評価と同種工事への

反映が必要(マニュアルへの記載を検討) 

⑧防災対策工の竣工検査   

備考： CD 技術評価書は各分野の JICA 側担当者が作成する。  モニタリング(1)： 2006 年 9 月～10 月、 モリタリング(2)： 2007 年 1 月～2 月、 終了時評価： 2007 年 5 月～6 月 
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第 12 章 最終評価結果 

本件開発調査の最終評価は、2007年 5月から 6月にかけて、JICA調査団 CD担当者と ABC評価

チームで実施した。評価手法は“開発援助のためのプロジェクト・サイクル・マネージメント：モニ

タリング／評価編（財団法人：国際開発高等教育機構）”に準拠し、評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）で行なった。 

最終評価結果を表 12.1に示す。概要は以下の通りである。 

本件開発調査では、妥当性、有効性、インパクトで＜きわめて高い＞、＜高い＞評価となった。す

なわち、大統領選挙後の総裁、総局長等の上層部の交代や SNCから ABC 移行時の半数近くの職員

の解雇、または退職等の混乱があったが、個人レベルの技術移転を除いてはほぼ計画通りの成果が挙

げられた。最も大きな成果は、本件調査で策定した道路防災管理 CD計画が ABCの道路防災基本計

画として総裁決定されたことである。これに伴い防災対策室が保全部の中に設立され、運営予算につ

いては CNCV予算が当てられることになった。また、2007年度から防災対策業務が ABCの年次計

画（POA）に組み入れられることになり、2007年 5月 25日から道路防災管理業務が本格的に開始

される運びとなった。 

本件業務では、技術移転の一環として防災管理マニュアルの策定、道路災害台帳、GIS 災害情報

システム、簡易雨量計による雨量観測体制の構築に取り組み、今後 ABCが道路防災 CD計画を進め

ていく上での基礎的ツールはすでに整備されている。 

本業務でのもうひとつの成果としては、セミナーやステイクホルダー会議を通して、ABC だけで

なく他の道路関係者の道路防災管理に関する意識が高まったことがある。その成果として、BID か

らリスク管理資金としての融資打診やボリビア政府からの緊急復旧対策資金の提供に現れている。ま

た、SNC の道路防災対策室の設置を契機として、他の政府機関でも防災リスク管理部署の設置の動

きが活発化している。 

本プロジェクトでは、効率性、自立発展性の面で＜やや低い＞評価となった。本調査では調査期間

中に大統領選挙や SNCから ABC への組織変更があり、一時的に組織が混乱したこと、カウンター

パートが専従でなく、継続して技術移転が出来なかったこと、また、ABC（ボリビア国）に道路防

災管理に関する基礎的技術やノウハウが育っていないことが原因であるが、防災対策室が設置、運営

されれば、上述した問題も解決される。 

今後は、本件調査で整備された道路防災管理の実施体制や基本ツールを、ABC 本部はもとより各

県支局に定着させつつ、CD計画を効果的に実施していくかが課題となる。 
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表 12.1 評価のまとめ 

評価 5項目 評価結果 主な根拠 根拠の要因 

妥当性 きわめて高い 

▪ ABC は 2006 年 10 月 27 日に設立された国道網の計

画と運営を担当する組織であり、防災対策管理に対す

る意識が高い。 

▪ 2006 年に制定された”全国開発計画中核網構想の中

で道路の開発整備が第一戦略とされており、国家におい

ても道路防災の重要性が認識されている。 

▪ 近年主要国道において道路斜面災害が頻発しており、

道路関係者はもちろん、国民も防災の重要性を認識し

つつある。 

▪ 他の主要ドナーも、道路のリスク管理業務を重要視して

いる。 

▪ CD 計画、防災対策室の設置、防災業務の年次計画

の組み込みの ABC 総裁認定など、防災に関する積極

的な動きが見られる。 

▪ 道路開発整備が国家開発の中で重要課題として位置

づけられている。 

 

▪ 調査期間中にも国道 4 号線、7 号線で土砂災害が頻

発し、長期間の道路閉鎖が発生し、ボリビア経済に甚

大な損失を与えた。連日新聞で取り上げられている。 

▪ WB, IDB, CAFが融資している国道 3号、4号、7号の

道路改良事業には、リスク管理業務が含まれている。 

有効性 

（目標達成度） 
高い 

▪ CD 計画、防災対策室の設置、防災対策の年次計画

への組み入れが ABC で承認された。これにより、ABC で

防災対策事業が本格的に開始される体制が整った。 

▪ カウンターパートに対する防災管理の技術移転は十分

行なえなかったが、防災の重要性を理解させることが出

来た。 

 

▪ 道路防災を進める道具としての道路管理防災管理マニ

ュアル、道路災害台帳、GIS 災害台帳管理システムが

整備できた。 

▪ ABC は、ドナー機関に対して、リスク管理などの防災関

連業務の協力の要請を行なっている。 

▪ 2007 年 2 月 22 日に、正式に CD 計画、防災質の設

置、防災業務の年次計画への組み込みが ABC の防災

基本方針として認定され,た。 

▪ カウンターパートが専従でなかったこと、ABC に防災技術

の蓄積がないこと、災害記録を整理するシステムがなかっ

たことなど、技術移転を効果的に行なうことが出来なかっ

た。 

▪ 道路防災管理業務を行なうための最低限の道具は整

備された。今後これらを ABC 内にどのように定着させるか

が課題である。 

▪ ABC から日本政府に技術協力プロジェクトの申請が出さ

れた（2006 年 8 月）。また、7 号線の緊急無償援助に

関する要請の準備を行なっている。 

効率性 やや低い 

▪ 大統領選挙、SNC から ABC への移行などによる混乱が

生じたが、プロジェクトは継続して実施できた。 

▪ パイロットプロジェクトは予算の関係で 1 地点、3 工種の

みの実施であったが、道路関係者からの評価が高かっ

た。 

▪ 短期間の内に、道路防災を進める上で必要なマニュアル

やシステムが整備できた。 

▪ 各カウンターパートに対する CD 活動は、途中で幾度か

中断され、継続して行なえなかった。 

▪ 半数以上の職員が退職したが、主要カウンターパートは

残って活動を続けることが出来た。 

▪ ボリビアで見られないのり枠工を採用したこと、当初予想

と地盤状況が異なっていたが、現場状況に応じて柔軟に

対策工法を変更したことが注目を集めた。 

▪ 請負業者であるスーパーバイザー、ミクロエンプレサーが業

務を積極的にサポートしてくれた。 

▪ カウンターパートの一部が退職したこと、カウンターパート

全員が本業との兼務であったこと。 

インパクト きわめて高い 

▪ ボリビアの道路関係者に防災管理の重要性を認識させ

た。 

 

▪ ボリビア国の他の政府機関でもリスク管理部署を作る動

きが出てきた。 

 

▪ 防災業務にドナー機関からの融資の道が開かれた。 

▪ セミナー、ステイクホルダー会議による日本の事例紹介、

CD 計画の内容説明等。第 1回セミナーには 200人以

上の参加があった。 

▪ 新聞、インターネットなどのメディアによる本件プロジェクト

の紹介、セミナーテキストの配布等により、防災管理の

重要性が一般に理解されてきた。 

▪ BID、CAF からリスク管理に関する融資の打診があった。

自立発展性 やや低い 

▪ CD 計画、防災対策室の設置、防災対策の年度計画

への組み入れが ABCで承認された。また、防災管理マニ

ュアル、道路災害台帳、GIS災害管理システムも完備さ

れ、ABC で防災対策事業が本格的に開始される体制

が整った。 

▪ 道路防災管理に関する予算が確保できる。 

 

▪ ABC スタッフの防災管理に関する技術が不十分である。

また、災害データなどの基本資料が未整理のままであ

る。 

▪ 他ドナーも防災管理の重要性を認識しており、定期的

な情報交換やプロジェクトでのドナー強調が必要である。

▪ ABC にはこれまで道路防災に関する CD 基本計画がな

く、専従の部署も設置されていなかった。 

 

 

 

▪ ABC は国家道路保全予算（CNCV)の一部を本予算に

当てる方針である。 

▪ ボリビア国には道路防災管理の概念がなく、当然技術も

育っていない。ABC スタッフの技術的底上げが重要であ

る。 

▪ 防災分野、特に技術面では日本が主導権を発揮すべ

き分野である。これまでに 2 回のドナー会議をおこない、

CD 計画に関する理解を得られている。今後実施につい

ての具体的な議論を行なっていく必要がある。 
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第 13 章 結論と提言 

13.1 結 論 

本開発調査は、自然災害が絶えないボリビア国の主要道路に対して、一時的な応急手当ではなく抜

本的な防災体制の見直しと再構築を試み、今後長期間にわたって自立発展的に道路防災に取り組むた

めの指針づくりを行う政策支援型マスタープラン調査である。調査中においては、多くの調査活動を

カウンターパート機関の OJTとして協働し、本調査内でキャパシティ・ディベロップメントを支援

することも目的の一つとした。本調査により導き出された結論として以下の項目を挙げる。 

1. CD計画の策定: 

本開発調査はボリビア道路管理局（ABC:Administradora Boliviana de Carreteras）における道

路防災管理に関する能力開発の支援で、ABC の本部、地方支局、及び県道路公社等の道路関係機関

の個人、組織、制度/社会レベルにおける総括的な能力開発を目的としたものである。カウンターパ

ートチームの本調査に対する取り組み体制が専任でなかったこと(兼務)及び活動途上において政権

交代に伴い組織改編（SNC:Servicio Nacional de Caminos→ABC）や人事異動が行われたことなど

の事情が生じたが、ABC 上層部の本件にかける意気込みがインセンティブとなりその環境を乗り越

えて CD計画が当初目標とおり策定された。今後は CD計画実施の羅針盤となる中・長期活動計画の

策定が必要である。 

本 CD計画はボリビア国の道路災害の減少を目標にかかげ、以下の 7つのプロジェクトから成る。 

 

プロジェクト 1：道路防災対策室設立 

プロジエクト 2：道路防災技術向上 

プロジェクト 3：道路防災管理システム構築 

プロジェクト 4：緊急時の防災対応能力向上 

プロジェクト 5：道路防災啓発・情報公開 

プロジェクト 6：道路防災に係わる入札業務改善 

プロジェクト 7：防災関連予算確保戦略 

2. CD計画の総裁承認: 

策定された CD計画は ABC総裁の承認（2007年 2月 22日）を受け、年次実行計画（POA）に組

み込まれた。さらに CD 計画における 7 つのプロジェクトの内、第 1 プロジェクトとして道路防災

ユニット（UPD）が 2007年 5月 28日に設立された。この手続きにより ABCにおける道路防災へ

の自立的・組織的取り組みが開始された。2007年 7月 27日には UPDの活動の骨子となるアクショ

ンプランの概要が提示され、今後の活動方針の方向性が示された。 

3. 本開発調査の実績 

本開発調査の CD支援の範囲として、CD計画の策定の他、プロジェクト 1、2、3にまたがる次の

支援を実施した。これらの活動で得られた成果は、今後 ABCが防災活動を進める上での基礎的なツ

ールとなるもので、ABC本部、地方事務所での成果の定着が CD計画を円滑に進める上での大きな

力となる。 
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(1) 道路防災マニュアルの作成 

道路防災管理を進める上での最も基本的なツールとして 5 つのガイドからなるマニュアルを作

成した（別冊）。本マニュアルは予防防災に力点を置いたもので、ABCが通常行なっている保守

管理で実施すべき項目について記述している。また、災害時の災緊急警戒、緊急対応、対策工に

ついても記述している。 

Ⅰ：危険箇所点検 

Ⅱ：日常管理 

Ⅲ：災害警戒 

Ⅳ：災害時緊急対応 

Ⅴ：対策工 

 

(2) 道路災害台帳及び GISシステムの構築 

道路防災計画を策定する上で最も基本的なツールとしてラパス支所の試行を経た道路災害台帳

を作成した。またデータの効率的運用のための GISシステムを構築した。現在、ABCには道路

通行情報に関する GIS 情報システムが稼動しており、道路防災情報に関しても道路通行情報と

同じ手法を採用することにより、道路使用者に対しての情報伝達が可能となる。 

 

(3) 上記のマニュアル及び災害台帳は今後の全国展開へ向けて準備済みである。すでに、ラパス支局

と道路保全部との間でデータ通信の試行が行なわれ、情報伝達は問題なく実施できることが確認

されている。 

 

(4) 国道 7 号線において道路防災のパイロット工事を実施した。これにより道路防災の具体的な技

術移転を行うと共に、斜面防災に特有な工法の最適化を含む OJTが実施された。本工事におい

ては、ボリビア国でははじめての試みである法枠工を採用しており、特殊な機材を用いることな

くボリビアで適用できることから道路関係者から高い評価を得た。 

 

(5) 防災の概念啓発（災害の発生以前に対策することによるトータルの社会経済性）のためのセミナ

ー及びステイクホルダー会議を合わせて 3回開催し、関係者への概念の浸透を図った。2007年

6 月に行なった第 2 回セミナーでは、2007 年度初頭に発生したエルニーニョ現象（集中豪雨）

による国道 7 号線の被災箇所とパイロット工事箇所の視察を行い、参加者の間で活発な意見交

換が行なわれた。 

これらセミナーにおいて参加者からは壊れる前に手を打つことの社会経済的重要性が日本国で

の事例などを通して理解された他、CD 計画の全面的な支持、UPD の関係部署や地方組織との

緊密な連携/継続性への期待、人材育成、セミナーの継続、マニュアルの地方への普及、的確な

技術支援及び効率的な組織運営等の必要性などが具申された。 

4. 防災への継続的取り組みの準備 

上記 1～3 を通して、CD 計画作成による取り組みの仕組みと基本的なツールが整備された。今後

はＣＤ計画実施の羅針盤となる中・長期活動計画の策定と道路関係者に対するＣＤ計画実現のための

協力要請が必要である。 
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5. 技術協力プロジェクトの申請 

本開発調査の範囲である第 2、第 3 のプロジェクトの本件業務終了後の自立発展性を促すため、

ABCより日本国に対して技術協力プロジェクト支援が要請された(2006年 8月)。第 2、第 3プロジ

ェクトは本件調査で取り組んだ項目を内包するものであり、ABC 内の防災技術の向上にとって最も

重要なプロジェクトである。 

6. 各ドナーの協力 

CAF，世銀、BID等の主要ドナーに対しては、本件調査のＣＤ計画策定時に協議を行なっており、

ＣＤ計画の内容については理解が得られている。今後は UPDが CD計画に対するオーナーシップと

リーダシップを発揮し、ABC が独力で取り組めることとドナー支援が必要となることについて整理

した上で、各ドナーの協力参加を呼びかけることが必要である。 

7. 本開発調査の評価 

本調査の最終評価の結果、本件調査の実施による CD支援の妥当性、有効性、インパクトはポジテ

ィブに評価された。効率性、自立発展性については現時点では十分の体制とは言い難い。すでに ABC

では、CD計画の総裁承認、防災管理業務の年間計画への組み入れ、UPDの設立が行なわれており、

着実に実施体制が構築される方向にある。特に自立発展性については、ABC 技術者の防災技術の強

化と災害記録の蓄積、ステイクホルダーに対する啓発活動等を継続的に行なえる体制が整えば、より

いっそうの自立発展性は確保できる。 

8. ボリビア国の現在の道路防災キャパシティ 

ABC では、本件調査が実施されるまでは道路災害に対して復旧対策のみが行なわれ、リスク管理

や防災対策に対する具体的な概念や活動実績はほとんど実施されていなかった。本件業務のＣＤ支援

活動を通して改善された点、今後改善が必要と思われる点を以下に取りまとめた。 

<本件調査で改善された点＞ 

① 防災管理業務の実施体制の確立 

本件業務で策定された CD計画が、ABCの基本計画として正式に認定された。また、2007年度

から防災対策業務が ABC の年間計画に組み入れられた。これにより、ABC では防災業務が通

常業務として恒常的に実施できる体制が整った。 

 

② UPDの設立と CD計画の開始 

CD計画で提案した防災対策ユニット（UPD）が ABC内に設置され、恒常的に防災対策業務が

実施できる体制が整った。このことは、CD計画で提案したプロジェクト１が具体的に形で動き

出したということであり、それに続くプロジェクト２～７の実現に一歩近づいたことである。 

 

③ 防災管理のためのマニュアル、データベースシステムの整備 

道路防災管理を行なうためのマニュアル類やデータベースが整備された。マニュアル類は道路防

災管理マニュアル、道路災害記録ガイド、データベースはＧＩＳ災害台帳管理システム、簡易雨

量観測システムである。これらはすでに実用化される段階にある。 
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④ カウンタ-パートの防災管理技術力の向上 

本件調査の CD支援を通して、ハザードの診断/評価/対策工の決定、道路防災設計、災害情報の

データベース化、災害点検記録の作成/保存/更新の定着、特記仕様書の作成能力の強化など、防

災要素技術の技術移転が、ABC のカウンターパートに対して行なわれた。これにより、カウン

ターパートの実践的な防災管理能力が向上した。 

 

⑤ 道路関係者への道路防災管理の啓発 

セミナー、ステイクホルダー協議による道路関係者への道路防災管理の啓発が図れた。特に、ス

テイクホルダー協議では、道路管理者から道路使用者までの幅広い参加があり、道路防災管理の

重要性が ABCスタッフのみならず県道路公社、学会、ボリビア運転手協会の関係者まで広い範

囲で理解された。 

 

⑥ ABC内部の連携の強化 

ABC ではこれまで、各部所間の連携が必ずしも十分なされていなかったが、本件業務の PCM

協議や専門家との共同作業を通して、“共同で作業を行なうことのメリット”が理解された。特

に、本件調査で行なわれたセミナーでは、ABC のカウンターパートが各部署の関係者を巻き込

んで、企画、準備、運営を行なった。 

<今後改善が必要な点＞ 

① 防災技術の底上げ 

ABC には道路建設や維持管理に関する知識、ノウハウ、経験はあるが、道路防災管理に関する

それらは蓄積されていない。今後は CD計画に沿って、防災技術の徹底した底上げが必要である。 

 

② 知識や記録の蓄積と共有化 

ABC においては、記録、知識、経験が個人の所有にとどまり、全体で共有されていることが少

ない。今後は ABC全体でこれらが共有できるようなシステムズ作りが必要である。とりあえず

は、本件調査で構築した道路災害台帳や簡易雨量観測システムを定着することにより、ABC 内

での知識や記録の蓄積、共有化が計れるものと考えられる。 

 

③ メディアによる防災活動の説明と国民の防災意識の啓発 

ABC はボリビアの道路に関する業務を行なう組織であることは世間でよく知られているが、そ

の活動内容や社会的貢献度については認知度が低い。今後、国民一般に対して道路防災に関する

説明や防災意識の啓発を積極的に行うことにより、ABC の透明性が増すとともにステイタスが

向上し、同時に ABC スタッフの士気も向上する。これらの説明、啓発は、インターネットや

Webサイトなどメディア活動によるものが有効である。 

 

④ ドナーへの協力体制の確立 

防災は新しい業務であり、ABC のドナー機関である CAF、世銀、BID、JICA に対してこれま

で以上に積極的に協力依頼を働きかける必要がある。それには、ABC 側の受け入れ態勢の整備

と具体的な道路防災管理計画が必要である。 
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13.2 提 言 

道路防災管理の能力強化は息の長い、地道な活動であり、ＣＤ計画の実現には ABC上層部の実施

に向けての強い意志、政府や他ドナーの継続した支援、国民の道路防災の重要性に関する理解が不可

欠である。ABC が今後ＣＤ計画を効果的に進め、自立発展性を獲得するための提言は以下の通りで

ある。 

1. UPDの陣容充実 

ボリビアにおいては、国道網は国の発展の礎となる基礎的インフラであり、2006 年に制定された

“全国開発計画中核構想”の中で道路の開発整備が第一戦略として挙げられている。ABC はボリビ

アにおける国道網を発展、管理する上位組織であり、道路通行の発展と安全性の確保がその任務とさ

れている。すなわち道路防災管理は ABCにとって、道路網の発展、道路の保全と同様、最重要項目

のひとつである。また、ボリビアの道路網全体を考えた場合、県道、地方道についても国道網と同種

の問題があり、ABC がまず国道網の防災対策で範を示す役割はきわめて重要である。道路防災管理

に関しては、今回設立された UPDが ABCの道路防災管理に携わる最初の組織であり、ＣＤ計画を

実施する実施部隊である。ＣＤ計画で提言したように、発足当初の人員はプロジェクトマネージャー

以下 7 名で構成され、メンバーはすべて専従とする。また、組織としては災害緊急対応リスク管理

や予算処置、ステイクホルダーに対する啓発などの組織横断的活動が必要なため、当面は総裁室直轄

組織にするのが良い。 

2. 中・長期活動計画の策定と ABC内の人的ソースの活用 

UPDが最初に実施すべき作業は、CD計画の中・長期計画を策定することである。本作業はUPD

発足後 6 ヶ月以内に完了すべき作業であり、提案した 7 プロジェクトすべてについての具体的な活

動目標と成果、活動内容、活動方法、投入，外部条件、評価指標等を PDMに取りまとめている。具

体的な活動スケジュールについては、作業の手順と成果達成時期を明確化する必要がある。防災管理

業務は実施すべき項目が多く、UPDの発足当初は少人数であるので、すべてをカバーするには無理

がある。そこで、ABC内の各部から有識者を集めたタスクフォースチームを作り、UPDの活動を補

佐させる。ABC には技術面、財務面、業務管理面での優秀な人材がおり、これらの内部の人的ソー

スの活用が可能である。とくに、本調査の項目に含まれていないプロジェクト 4,5,6,7 については、

UPD の担当者を含めたタスクチームを立ち上げ、CD 計画の中・長期活動計画（案）を作成するこ

とが、具体的な行動計画策定においても、ABC 内部のインセンティブを向上する上においても有用

である。 

3. 道路災害台帳の記録更新継続 

道路防災計画を立案する上で災害台帳は最も基本的なツールである。台帳の全国展開と共に、変動

する災害危険箇所の系統的かつ時間的な把握を行うために、台帳の定期的な更新を地道に継続するこ

とが不可欠である。災害台帳記録の手引書（ガイド）は、ラパス支局での試行を通して、現場のスー

パーバイザーが容易に記載できるように改訂している。ただし、全国展開を行なうにあたっては、

UPDスタッフが各支局の技術者やスーパーバイザーに対して現場でのトレーニングを実施する必要

がある。道路災害記録は、毎月末にラパスの UPDに集められ、危険区域の判定や対策工の優先度検

討の基礎資料として利用可能である。 
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4. 道路防災マニュアルの改訂充実 

道路防災マニュアルの運用においては、ABC の現有スタッフに限りがあることから、全国国道の

維持管理作業の任に当たるミクロエンプレッサの通常活動に防災点検業務を付加している。道路防災

マニュアルに基づいた危険箇所の点検作業はラパス支局ですでに試行しており、防災に関する十分な

知識を持たないミクロエンプレサーでも点検できるように、内容的にはかなり簡便にしている。この

作業が全国の国道で行なわれれば、早期に災害要因が特定でき、大災害に至る初期段階で適切な対応

が可能となる。これにより、現在発生している災害の半数近くが予防可能と判断される。マニュアル

が定着するには、本マニュアルが ABCの正式なマニュアルであることを周知徹底させる必要がある

と同時に、今後活動経験を蓄積することによりマニュアルをより使いやすいものへ改訂していく必要

がある。改訂は 2年ごとに UPDスタッフの責任の下で行なうことが望まれる。さらに降雨災害警戒

態勢のために導入した簡易雨量計もミクロエンプレサーで容易に管理できることが明らかになって

おり、これも UPDスタッフの手で早急に全国展開すべき項目である。 

5. 技術資料の蓄積 

ABC の防災技術向上には、本調査で作成した道路防災管理マニュアルや道路災害台帳以外にも各

種マニュアルや技術指針が必要である。技術力向上の基礎資料として、防災事例収集、工法カタログ、

技術基準、積算資料等の技術資料が必要であり、UPDは建設部、保全部などの協力を得て、早急に

これらのマニュアル類を整理・蓄積する必要がある。 

6. 防災対策工事の経験の蓄積 

UPDは、ABCスタッフに対して、各地域で行なわれる道路防災対策工事を対象とした OJTを計

画的に実施し、具体的かつ実践的な防災対策工の技術トレーニングを行なう必要がある。ボリビアで

行なわれている防災対策工は布団籠による仮設的なものが多く、恒久的な防災対策工事はほとんど見

られない。恒久対策工の多くはボリビア国では実施されていない又はほとんど実施例がないため（コ

ンクリート法枠工、砂防ダム＋流路工、地すべり対策工、ロックシェッド，ワイヤーロックネット等）、

これらの技術の蓄積はない。防災対策を進めるには、道路防災管理マニュアルで述べたような“予防

防災：事前に災害要因を把握し、対応を行なう”と“恒久的防災対策：災害が今後発生しないように

恒久的な対策工を施工する”があり、特に後者については防災先進国の保有する防災対策工法の技術

習得が効果的である（例えば、日本の無償資金協力事業などの活用等）。 

7. 防災技術の普及 

防災技術の普及には時間とある程度の投資が必要である。国家予算を獲得するにも防災の意義や必

要性を政治家や他の省庁の関係者、及び国民にアピールしなければならない。ABCはボリビア国の道

路行政、技術のリーダーであり、県道路公社や地方政府の道路関係者に、ABCが持っているまたはこ

れから習得する技術を積極的に技術移転する潜在的義務がある。また、このような活動を通じて ABC

自身の技術とステイタスを向上させることができる。防災に関する啓発・防災技術の普及はステイク

ホルダーに対するセミナー、Web サイトや定期刊行物による情報発信があるので、これを積極的に活

用する。一方、大学と連携し、大学のカリキュラムや市民講座に道路防災項目を組み入れることが考

えられる。講座に参加できない技術者のために、E-ラーニングによる通信講座も効果的と考える。上

述した防災の啓発活動は、ステイクホルダーや国民に直接的に働きかけるもので、ABCの社会的地位

を向上させる絶好の機会である。本業務はUPDの活動の一環として位置づけるべきである。 
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8. CD計画の中長期的行動計画の策定と継続的予算確保 

防災事業は一朝一夕には成し遂げられない。また、時間的要素も加わる生き物である。地道の継続

的予算確保が必要である。そのためには、CD 計画の実施指針となる中・長期的行動計画を策定し、

予算確保の明確な意味づけが必要である。現状では、ABC には確定された防災対策予算は設定され

ていないが、緊急災害対策費に関しては国家保全予算（CNCV）やドナーからの援助金でまかなわれ

ている。今後、継続的に防災事業を実施するには、新たに‘防災管理予算’を創設する必要があると

同時に、主要ドナーに関しても防災対策予算の必要性を認識させる必要がある。幸い、主要ドナーは

防災に関する意識が高いので、ABC の強い意志と具体的な計画があれば、予算獲得は可能と考えら

れる。 

9. CD計画のドナー協調 

CD計画は ABCの防災管理業務をすべて内包するもので、活動項目も多岐にわたっている。本計

画を実現するには ABCの現有の人的資源だけでは無理があり、他のドナーの技術面、資金面からの

バックアップが不可欠である。従って、それに向けた活動を早急に開始する必要がある。すでに、

UPDは 2007年 6月に ABC本部に駐在する主要ドナーの担当者を集めてドナー会議を開催し、CD

計画の内容説明、業務分担への協力に関しての説明を行なっている。今後も ABCがホストとなって

定期的（1回/2ヶ月程度）に会議を実施し、各ドナー間のコンセンサスを取っておくことが重要であ

る。 

10. 継続したモニタリングと評価の実施 

本 CD計画の実施に当たっては、活動の成果を確保するために、実施の初期段階から終了後までプ

ロジェクトのモニタリングと評価を継続して行う必要がある。モニタリング、評価は本件調査で実施

したJICA方法に準拠する。つまり、モニタリング、評価はPDMに基づいて行い、妥当性（Relevance）、

効率性（Efficiency）、目的達成度（Effectiveness）、インパクト（Impacts）、自立発展性（Sustainability）

をプロジェクトの進捗に応じて検証していくことが重要である。これによりプロジェクトの効果や継

続性が確保されるとともに、プロジェクトの途中で不都合が生じた場合、軌道修正が可能となる。 

11. 継続した技術協力における自立発展性 

南米における道路分野への技術援助は、これまで世銀、BID、CAF が主導的立場で進めてきてい

るが、道路防災管理業務については、本格的な技術援助はなされておらず、最近になってリスク管理

に関連した危険箇所の特定業務が新設道路建設のひとつのパートとして組み入れられている。本プロ

ジェクトの最終評価では自立発展性の面で＜やや低い＞評価となったが、その後 ABC 内に UPDが

設立され、防災業務が年次計画に組み込まれ、現時点では、以下の項目が満たされれば自立発展性は

確保できると考えている。 

① UPDに防災管理に関する権限が与えられ、運営に必要な常勤の人員が配置されること。 

先ずは、総裁室の直轄機関とすることが望まれる（将来的には独立した部にすることも視野に入

れる）。 

② “防災管理業務予算”が新設され、恒常的に防災管理業務が実施できるシステムを確立すること。 

③ CD計画を実施するため羅針盤となる中・長期活動計画を UPDの主導で早急（2007年 11月末

頃まで）に策定すること。その際、ABC内の人的資源をタスクフォースの形で最大限に活用し、

ABC全体で計画策定を行なうこと。 
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④ ドナー支援を活用すること。ボリビア国の道路防災分野への支援に対するドナーの関心は高い。

しかし、単発的な道路防災工事を実施しても抜本的な解決につながらないことがネックとなって

きた。今後において、ドナー支援を惹きつけるために、ABC が本調査成果を活かし、オーナー

シップを示すことがまず必要となる。防災先進国の技術協力と防災対策工事が併せて実現できれ

ば、両者のシナジー効果により、技術移転が飛躍的に進むことが期待できる。（2006年 8月、日

本政府に対して本開発調査をフォローアップする技術協力プロジェクトについて要請書が提出

されている） 

12. アンデス地域の道路防災管理の発展をめざして 

本調査は、ボリビア国の道路防災管理技術の向上を目的として実施されたものである。主要幹線が

アンデス山脈を通過する南米諸国では“道路交通の安全確保”が共通の課題である。将来のアンデス

諸国（IIRSA やメルコスール）の発展を考えると、アンデス地域の道路防災管理能力を強化、発展

させることがこれらの地域の発展に直結することであり、結果的にボリビア国のプレゼンス発揚にも

つながる。従って、ABCは本調査で提案した CD計画の実現に全力を挙げ、将来的には、ABCがア

ンデス地域の“道路防災の情報センター”としての機能を有する組織になることを強く望まれる。 
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